
萩医療圏の地域医療再生計画イメージ（医療機能連携に重点化）

実施前 実施後

○医師不足（人口１０万対医師数県内ワースト）

○施設間の機能分化と連携ができていない

○人口10万対一般病床数県内最低
○開業医の高齢化により5年後には在宅当番医制維持困難

○初期救急医療体制の維持→二次救急医療体制の維持

○開業医と勤務医による救急医療体制構築

方策

課題

全眞会病院
（その他108床）

萩むらた病院
（一般16床、その他108床）

萩慈生病院
（一般38床、その他146床）

診療所
（萩市医師会）

萩市民病院
（一般１００床）

都志見病院
（一般175床、その他59床）

・休日急患診療センター整備

・地域医療連携支援センター整備

全眞会病院

萩むらた病院

医師確保・看護師確保対策事業
［山口県、山口大学医学部等］

初期救急医療体制の維持
↓

二次救急医療体制の維持

萩慈生病院

都志見病院

診療所・病院勤務医
（萩市医師会）

萩医療圏

萩医療圏玉木病院
（一般５１床、その他１０１床）

萩市民病院

玉木病院

運営支援

医
師
会
員
出
務

地域医療連携情報
システム整備

○医療機関調整
○患者トリアージ
○災害発生時対応
〇新興感染症対応



 
 

１ 課題を解決する方策 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 地域医療再生計画終了時の姿 
地域医療再生計画の概要［萩医療圏における課題を解決する方策］ 

 
①課題：開業医等の高齢化により地域の初期救急を担う在宅当番

医制の維持が困難になっている。初期救急医療体制が崩
壊すれば、連鎖的に二次救急を支える輪番制病院への負
担が増大し、地域の救急医療全体に悪影響を及ぼすおそ
れがある。 

②目標：地域の初期救急と二次救急の集約化、患者の状態に応じ
た適切な医療機関のマッチングができる仕組みの確立。 

③対策：休日急患診療センターを整備し、地域の医師会員が広く
初期救急医療に参加できる環境を整備する。また、地域
医療連携支援センターにおいて、関係機関の連携、患者
の状態に応じた医療機関の斡旋調整、災害発生時の対応、
新興感染症への対応等を行う。 
（1）「休日急患診療センター及び地域医療連携支援セン

ター整備事業」は、拠点施設の整備事業である。 
（2）「地域医療連携情報システム構築事業」は、適切・

迅速な救急医療を提供するための患者情報システ
ムを構築する事業である。 

地域の救急医療体制の再構築 

 
①課題：本医療圏には、救命救急センターが未整備であるため、

重篤患者の広域搬送を行っている（Ｈ20 の救急搬送平均
所用時間は 35.0 分と全県平均の 29.8 分を大きく上回り
ワースト 1 位）。また、本医療圏には多くの災害危険箇
所が存在するにもかかわらず、DMAT が未整備であり、
災害医療体制の整備が必要である。 

②目標：ドクターヘリを活用した救急搬送体制を確立するととも
に、救命救急センターの機能強化を行い、救命救急医療
の高度化を図る。また、災害時の医療提供体制の整備を
行う。 

③対策：ドクターヘリの早期導入、救命救急センターの機能強化、
災害拠点病院の機能強化 
（1）「ドクヘリ導入促進事業」は、基地病院の整備、救

命救急センターのヘリポート整備、搬送体制の構築
を促進するための事業である。 

（2）「救命救急センター機能強化事業」は、ドクターヘ
リ運航体制の一環として、関連病院に所要の機器整
備を行なう事業である。 

（3）「DMAT 体制整備事業」は DMAT の養成を行うと
ともに必要な体制を整備する事業である。 

救急医療・災害医療体制の充実 

 
①これまで在宅当番医制によって低水準に保たれている二次救

急医療機関における特別な医療処置を必要としない時間外受
診者割合（12.5％）を今後も維持する。 

②患者と医療機関の最適なマッチングを行うことによって、地
域の医療資源を効率的に運用できる医療提供体制を構築する
（急性期医療、回復期医療、在宅医療等にスムーズに移行で
きるサプライチェーンの形成）。 

③二次医療機関について、個々の病院の専門性を生かした機能
分化と連携を促進する。 
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開業医

福祉施設・介護サービス等

地域の救急医療体制の再構築 

 
 
①ドクターヘリを活用して、搬送時間の短縮に取り組むと同時に、

救命救急センターの機能を高めることにより、救命率の向上や後
遺症の軽減を図る。 

②圏域の地域災害拠点病院に DMAT を養成するとともに、全県の
DMAT の装備、基幹災害拠点病院の機能を充実させ、災害医療体
制を強化する。 

救急医療・災害医療体制の充実 



 
 

３ 課題を解決する方策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４． 地域医療再生計画終了時の姿 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
①課題： 本医療圏の人口 10 万人対の医師数は 161 人であり、  

全国平均 206 人、全県平均 228 人と比較して低い水準
にある（県内ワースト 1 位） 

      また、人口 10 万人対の看護師数も 587 人であり、全
県平均の 804 人と比べると低い水準になっている（県
内ワースト 1 位）。 

②目標： 医療従事者不足対策に取り組み、地域の医療崩壊の
予防と地域の医療機能の向上を図る 

③対策：〇山口大学医学部入学者等に対する貸付金の創設等に
より、卒業後の県内勤務を確保し、若手医師の減少
に歯止めをかける。 

     〇潜在看護職員の再就業の支援を図る。 
    〇訪問看護師を育成し、多様な医療ニーズに対応でき

る専門職員を確保する。 
    （1）「医師修学資金」は、医学部定員増に伴う「地域

医療再生枠」による入学者全員及び外科志望「緊
急対策枠」の医学生に対する修学資金貸付事業で
ある。 

（2）「医師確保促進事業」は、医師不足の医療機関へ
の医師無料職業紹介、県外医師・医学生への情報
発信等を行う事業である。 

（3）「潜在看護職員再就業支援事業」は、未就業の看
護師資格保有者が、最新の看護技術や知識を修得
できるよう病院等での実習や研修等を行い、再就
業を支援する事業である。 

（4）「訪問看護師育成支援事業」は、訪問看護師に対
して、初任者から管理者までの職位別研修会を行
い、訪問看護師の確保促進、資質向上を図る事業
である。 

医療従事者の確保 
 
 
①医師については、臨床研修医を県全体で年 100 名程度確保する。 
②看護師については次のとおり 
 〇再就コーディネーターの新設により、再就業研修の受講者の

再就業率を改善する。 
 〇訪問看護師就業予定者から訪問看護師管理者まで職位別研修

を開催することで、訪問看護師の確保促進を図る。 

医療従事者の確保 

《事業費》 
・地域の救急医療体制の再構築    12.5 億円 
 
・広域的な救急医療体制の充実 
・医療従事者の確保 12.5 億円 



長門医療圏の地域医療再生計画［地域実施事業］イメージ（医療機能の分化と連携に重点化）

厚生連長門総合病院
（一般210床、
その他99床）

岡田病院
（一般100床、
その他48床）

斉木病院
（一般54床、その他44床）

診療所
（長門市医師会）

○施設間の機能分化と連携不足

○二次救急医療機関において特別な

医療処置を必要としない時間外患者

の割合（県内ワースト１位）

○役割分担の明確化

・休日夜間診療センター、地域医療連携支援センター開設

・二次救急機関の機能強化（中核病院の後方支援体制確

保）

・地域救命救急センター機能整備

○地域連携・患者データ共有情報システム整備

初期救急

二次救急

斉木病院岡田病院

三次救急
厚生連長門総合病院

方策

課題

患者トリアージ、
医療機関調整

中核病院疲弊

医師確保・看護師確保対策事業
［山口県・山口大学医学部等］

長門医療圏

・地域救命救急センター

機能整備

長門医療圏

二次救急負担軽減→がん、小児、周産期、脳卒中、心

筋梗塞等の専門性を生かした特化役割分担及び機能
強化（回復期リハ対応等）

実施前 実施後

・休日夜間診療センター設置
・地域医療連携支援センター併設
・地域連携・患者データ共有情報システム整備



 
 

１ 課題を解決する方策 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 地域医療再生計画終了時の姿 
地域医療再生計画の概要［長門医療圏における課題を解決する方策］ 

 
①課題：初期救急体制が確立されていない。→結果的に中核病院

に特別な医療処置を必要としない時間外受診者が集中。 
②目標：休日夜間診療センターを整備して初期救急医療機能を集

約する。また、患者の状態に応じた適切な医療機関のマ
ッチングができる仕組みを確立する。 

③対策：休日夜間診療センターを整備し、地域の医師会員による
初期救急対応を行う。また、併設する地域医療連携支援
センターで患者トリアージを行い、患者の状態に応じた
適切な医療機関の受診勧奨、斡旋調整を行う。 
（1）「休日夜間診療センター及び地域医療連携支援セン

ター整備事業」は、拠点施設の整備事業である。 
（2）「地域医療連携情報システム構築事業」は、休日夜

間診療センターに併設する地域医療連携支援セン
ターで患者トリアージ（患者の状態に応じた適切な
受診勧奨や斡旋調整）を支援する情報システムであ
る。 

（3）「地域住民に対する適切な受診普及啓発活動事業」
は、地域の新たな初期救急体制を住民に早期に定着

 

地域の救急医療体制の再構築 

 
①課題：周産期医療体制が脆弱である（分娩取扱い可能医療機関

が圏域内に１箇所のみ）。 
②目標：重篤患者に対応するため、総合周産期母子医療センター

等の受入機能を高める。また、ハイリスク妊婦等の在宅
管理や専門医療機関による連携管理を行う。 

③対策：周産期医療に係る重篤患者に対応するため、総合周産期
母子医療センター等の受入能力を高める。また、ハイリ
スク妊婦・新生児への対応、長期入院児支援を強化する。 
（1）「総合周産期母子医療センター等機能強化事業」は、

NICU、GCU 整備等により重篤患者受入能力を高め
るための事業である。 

（2）「周産期医療情報システム開発のための基礎調査事
業」、「周産期医療システム強化事業」は、専門医療
機関等の連携強化、長期入院児の受入体制整備など、
周産期医療システムの充実を図る事業である。 

 

広域的な周産期医療体制の充実 

 
①中核病院等の二次救急医療機関における、特別な医療処置

を必要としない時間外受診者の割合を県平均（32％）まで
引き下げる。 

②患者と医療機関の最適なマッチングを行うことによって、
地域の医療資源を効率的に運用できる医療提供体制を構築
する。（急性期医療、回復期医療、在宅医療等にスムーズに
移行できるサプライチェーンの形成） 

③中核病院等の二次医療機関の専門性を生かした機能分化と
連携を促進する。 
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地域の救急医療体制の再構築 

 
 
①NICU、GCU の増設により、総合周産期母子医療センターの

NICU 稼動率を 10％程度緩和する（長門圏域からの受入重篤患
者数を年間 20 人程度増加させる）。 

②地域の専門医療機関等によるハイリスク妊婦・新生児の医療連
携体制を整備する。 
NICU 等の長期入院児が円滑に施設・在宅に移行でき、安定し
た生活が送れる支援体制を構築する。 

広域的な周産期医療体制の構築 



３ 課題を解決する方策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 地域医療再生計画終了時の姿 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
① 課題：本医療圏の人口 10 万人対の医師数は 170 人であり、  

全国平均 206 人、全県平均 228 人と比較して低い水
準にある（県内ワースト 2 位） 

     また、人口 10 万人対の看護師数も 725 人であり、全
県平均の 804 人と比べると低い水準になっている。 

②目標:  医療従事者不足対策に取り組み、地域の医療崩壊の
予防と中核病院等の医療機能の確保と向上を図る 

③対策：〇若手医師の確保を図るため、県全体の臨床研修体制
の強化や臨床研修医を支援する仕組みを構築する。 

〇卒前教育・卒後臨床研修の充実のため、山口大学に
寄附講座を設置する。また、総合医育成と地域医療
の人材派遣の仕組みの構築に向けた取組を行う。 

〇県内の臨床研修体制の充実と地域医療に関する教
育・研修の円滑な実施を目的として、その拠点とな
る地域医療教育研修センターを整備する。 

      〇看護師等の県内定着を促進するための修学資金の
貸与を行う。 

     〇若年層に看護への興味、県内病院への関心を高める
ための PR を実施する。 

      （1）「医師臨床研修推進設置事業」は、県、医師会、
臨床研修病院で推進センターを組織して、合同
説明会、交流会、指導医・後期研修医の国内外
研修、指導医の招聘等を行う事業である。 

（2）「地域医療推進学講座開設事業」は、前記目的
を達するための各種研修、人材プール・派遣調
整システムの構築、地域医療に関する研究等を
行う事業である。 

 （3）「地域医療教育研修センター整備事業」は、山
口大学への施設整備である。 

       （4）「プレ・ナース応援事業」は、看護業務紹介セ
ミナー、就職説明会開催等の事業である。 

（5）「看護職員確保定着施設整備事業」は、看護職
員の確保促進、離職防止を図るための看護職員
宿舎整備である。 

 
 

医療従事者の確保 
 
 
①医師については、臨床研修医を県全体で年 100 名程度確保する。 
②看護師については次のとおり 
 〇修学資金による県内看護師等養成施設卒業生の県内定着率向

上。   
 〇若い世代に看護 PR を行うことで、県内看護師等養成施設卒

業生の県内定着率の向上を図る。 
  
 

 看護職員を県全体で H25 年３月までに 100 名程度確保する
（助産師については 10 名程度確保する）。  

医療従事者の確保 

《事業費》 
・地域の救急医療体制の再構築      12.5 億円 
 
・広域的な周産期医療体制の充実 
・医療従事者の確保 12.5 億円  
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